
案件概要
（5行程度以
内。別添可）

　我が国を訪れる外国報道関係者や我が国に駐在する外国報道機関特派員に対し、取材活動支援や資料提供等の便
宜を供与する業務を（財）フォーリン・プレスセンターに委託して実施する。具体的には、外国報道関係者を対象とした会
見・ブリーフィングの実施、国内取材のためのプレスツアーの実施、先進国メディアの有力記者の招へい等を実施してい
る。

実施状況

　主要事業の21年度の実施状況は以下のとおり。
・会見・ブリーフィング：22回実施。昨年12月には小沢環境大臣によるＣＯＰ１５に向けたブリーフィング、本年1月には前
原国土交通大臣による日本航空の会社更生法適用申請に関する緊急記者会見を実施した。
・プレスツアー：8件実施。66人の記者が参加した。
・先進国の記者の招へい：15名の記者を招へい（48本の関連記事が掲載）。
・ジャパンブリーフ：72件を9ヶ国語で作成。日本の政治経済等に関する国内の最新の論調を紹介。
・その他、ホームページによる取材関連情報の発信や、取材に関する各種支援要請への対応を実施している。

予算の状況

19年度 20年度 21年度 22年度

予算額(補正後） 378 356 329 －

23年度要求

予算額(当初） 378 373 329 303

案件の目的
（目指す姿を
簡潔に。

3行程度以内）

　我が国に関する正確・客観的な情報を諸外国に対してより多く発信することにより、諸外国における日本の政治、経
済、社会、文化、科学技術等幅広い分野に関する対日理解の増進をはかるとともに、諸外国国民の対日関心・親日感情
を醸成する。

担当部局 大臣官房　外務報道官組織 担当課室 国際報道官室 赤松国際報道官

会計区分 一般会計 上位政策 報道対策及び国内広報等に必要な経費

案件番号 12

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(外務省)

案件名
啓発宣伝事業等委託費

（各国報道関係者啓発宣伝事業等委託）
案件開始

年度
昭和５１年 作成責任者

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

外務省設置法第４条第１５項、
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律第６条第１項に基づき交付

関係する計
画、通知等

－

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

　年度の上半期、年度終了後に提出される「事業報告書」、及び財務諸表により、事業の内容や予算状況を確認してい
る。また、3年に１度立入検査を実施し、経理状況を検査している。

見直しの
余地

　随時事業を整理し、21年度予算は対前年度比▲11.8％、22年度予算は同▲7.7％とした。また、事業仕分けの指摘を踏
まえ、先進国記者の招へいについては、平成22年度予算において、対前年度比▲37.9%とした。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー
ム
の
所
見

費用総額(執行ベース) 403 413 378

100 100 100

執行額 378 356 329

予算の状況
（単位:百万円）

執行率



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

Ａ （財）フォーリン・プレスセンター

３２９百万円

外務省

３２９百万円

啓発宣伝事業等委託費

Ｂ 日本プレスセンター

７２百万円

【随意契約】

家賃（事務所借料）

(単位:百万円)



計 72 計 0

借料 事務所借料 72

B.日本プレスセンター F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 329 計 0

人件費 41

管理費 管理事務費（光熱水料等） 55

資料協力費（事業諸費） 58

広報対策強化費 2

取材協力費（先進国招へい、プレ
スツアー等）

42

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者につ

A.(財)フォーリン・プレスセンター E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事業費 取材協力費（事業諸費） 80

資料協力費（ジャパンブリーフ等） 50

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 72 計 0
れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計 0 計 0


